
第

　　  1,602人

1

　実施する。　　　　

・

・3歳児健診　　 　

第

1,506人 ・3歳児

2

健診　　　 1,50

係

2人 ・1歳6か月児健

4

診　 1,479人 ・

1

育児相談は毎月1回、

2

母乳相
・育児相談　　　　　877人 ・育児相談　　　　　720人 ・3歳児健診　　　  1,515人 　談を毎週、健康相談、家庭
・訪問　　　　　　　980人 ・訪問　　　　　　　907人 ・育児相談629人・訪問750人 　訪問は希望者及び要支援者
・離乳食講習会　　　341人 ・離乳食講習会　　　333人 ・離乳食講習会　 　　318人 　に対して実施する。
・母乳相談　　　　　157人 ・母乳相談　　　　　129人 ・母乳相談　　　　 　 96人

　乳幼児健康診査については、99.2％の受診率となった。

成果
　健康診査の未受診者については、電話連絡や地区担当保健師の家庭訪問、他関係部署との連携により、未把握の未受診

者は減っており、受診率は高い数値で推移している。

　平成30年度より、新生児聴覚検査の費用補助を実施し、90.8％の受検率であった。

　乳幼児健康診査の対象月を過ぎて転入した児の場合、健診が未受診のケースがあるため、受診状況の確認を確実にして

いく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 保健センターでの4か月児健康診査受診率（％） 98.3 98.3 99.1 100.0 100.0
指標
成果 保健センターでの3歳児健康診査受診率（％） 98.6 98.1 99.9 100.0 100.0
指標

安城市　4か月健康診査受診率　99.6％　　　3歳

Ｄ

児健康診査受診率　9

　

9.6％　 （平成2

　

9年度）
他市との 知立

　

市  4か月健康診査

Ｏ

受診率　97.9％　

　

　　3歳児健康診査受

　

診率　98.0％  

∧

 （平成29年度）
比

　

較検証

　
実
　
　
施
　
　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 204,996 198,815 206,130 230,658 合計 206,130,033 円
需用費 3,300,013 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 7,750 役務費 2,231,721 円
委託料 191,721,896 円

一般財源 204,996 198,815 206,130 222,908 備品購入費 54,432 円
扶助費 8,821,971 円

職員人件費　② 24,774 23,419 20,138 20,434

総事業費（①＋②） 229,770 222,234 226,268 251,092

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

平

策 健康づくり
施策体系

成

施策の内容 母子保健の

３

推進

目
　
　
　
的

　将来

０

を担う子どもたちとそ

年

の母親の健全な

主
た
る

度

内
容

○母親、乳児、幼

評

児の健康の保持増進を

価

図る 
育成を目指す。

）

　ために、妊娠期から

刈

育児期にかけて健康診

谷

　査をはじめ、知識の

市

普及、保健指導、訪問

事

　指導等を実施する。

務

○4か月児健康診査を

事

はじめとする乳幼児健

業

康
　診査、医療機関委

評

託による妊産婦乳児健

価

康
　診査などを実施し

シ

、必要に応じ育児相談

ー

や
　家庭訪問等により

ト

支援する。

位
置
づ
け

関

（

連計画 健康日本21か

様

りや計画、刈谷市子ど

式

も・子育て支援事業計

１

画

根拠法令 母子保健法

）

対象者 市民（妊産婦、

会

乳幼児および保護者）

計

事業期間 ～

実施方法 ■

名

直営　■委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 次世代育成部

一

Ｂ
　
事
　

般

業
　
実
　
績

２８年度実

会

績 ２９年度実績 ３０年

計

度実績 ３１年度計画

・

母

妊婦健康診査　 21

子

,805件 ・妊婦健康

健

診査　 20,939

康

件 ・妊婦健康診査 　

診

 20,624件 ・妊

査

産婦・乳児健康診査は

等

、
・産婦健康診査　　

事

1,415件 ・産婦健

業

康診査　　1,320

担

件 ・産婦健康診査　 

当

　1,341件 　医療

課

機関委託にて実施する

子

｡
・乳児健康診査　　

育

2,674件 ・乳児健

て

康診査　　2,573

支

件 ・乳児健康診査　　

援

 2,492件 ・定期

課

の乳幼児健診は、毎月

款

・4か月児健診　　 

項

1,623人 ・4か月

目

児健診　 　1,52

担

0人 ・新生児聴覚検査

当

　 　934件 　各3

係

回ずつ保健センターに

母

て
・1歳6か月児健診

子

　1,623人 ・1歳

保

6か月児健診　1,5

健

51人 ・4か月児健診
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　母子保健法に規定

成

されており、母親、乳

３

児、幼児の健康
・法的

１

業務
高い

の保持増進の

年

ために、市が実施主体

度

となって行う必要があ

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要 る。
・市民生

成

活上必要である　など

３

　健康診査の種類によ

０

り、集団または個別方

年

式により適正
・コスト

度

の節減、費用対効果
普

評

通
な手段で実施し、必

価

要な事例については支

）

援に繋ぐことが
効率性

刈

・執行体制の効率性 で

谷

きている。
・手段の最

市

適性　など

　母子保健

事

法に規定されている健

務

康診査であり、すべて

事

の
・市が主体となって

業

実施する
高い

子どもが

評

、健やかに成長する社

価

会の実現のための事業

シ

であ
妥当性 　べき事業

ー

であるか る。また、総

ト

合計画においても、健

（

康づくりの施策の内容

様

・総合計画との整合性

式

　など のひとつとして

２

、母子保健の推進が謳

）

われている。

　総合計

会

画の基本方針の達成の

計

ために、母子保健の推

名

進は

施策への ・施策へ

担

の貢献度
高い

基本的な

当

ものである。個別にき

部

め細かな支援をしてお

次

り、
・目標達成度 増減

世

はあるものの目標値に

代

は近づいている。
貢献

育

度 ・市民サービスへの

成

効果　など

今後の方向

部

性 □拡充　□現状維持

一

　■改善・効率化　□

般

縮小　□終期設定　□

会

休止・廃止

　母子保健

計

の推進に向け、各種健

母

康診査受診率の向上を

子

図るための方策の検討

健

と未受診者の把握及び

康

必要な事例につ
いては

診

関係部署と連携して対

査

応していくことが必要

等

とされる。
 平成30

事

年度より新生児聴覚検

業

査の費用補助を実施し

担

、聴覚障害の早期発見

当

と適切な支援に繋げる

課

ための一助となって
い

子

る。平成31年度から

育

は、産婦健康診査の費

て

用補助を2回に増やす

支

ことで、出産後の母親

援

の心身の不調を早期に

課

把握し
、必要な支援が

款

受けられる体制を整備

項

していく。

目 担当係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

母

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

子

　
∨

保健第



当

600件
・若年妊婦支

係

援計画立案数　 ・若年

母

妊婦支援計画立案数　

子

・若年妊婦支援計画立

保

案数 ・若年妊婦支援計

健

画立案数
　　　　　　

第

　　　　171件 　　

2

　　　　　　　　15

係

6件 　　　　　　　　

4

　　130件　　　　

1

　　　　　　　130

2

件
　

　妊娠届出時、必ず妊婦または家族と面接し、妊婦に合わせた子育て支援情報の提供をし、また妊娠期・子育て期の相談

成果
窓口の周知ができた。

　乳幼児健康診査のアンケートにある「育てにくさを感じた時に、相談先を知っている人の割合」を指標とし、事業の推

進を図る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 育てにくさを感じた時に、相談先を知っている人の 79.6 76.4 81.5 83.0 85.0
指標 割合（％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 824 20 435 675 合計 434,797 円
需用費 179,699 円

財
　
源

特定財源 550 12 290 450 役務費 255,098 円

一般財源 274 8 145 225

職員人件費　② 21,257 15,587 17,900 17,106

総事業費（①＋②） 22,081 15,607 18,335 17,781

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金
（国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ど

Ｄ

も・子育て支援事業
費

　

補助金（県）

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 健康づくり
施

成

策体系
施策の内容 母子

３

保健の推進

目
　
　
　
的

０

　妊娠期から子育て期

年

にわたる様々なニーズ

度

主
た
る
内
容

○妊娠期か

評

ら子育て期にわたる多

価

様な育児相
に対し、総

）

合的相談支援を提供し

刈

、切れ目の 　談等に対

谷

応する。また、乳幼児

市

健康診査等
ない支援体

事

制を整備する。 　の結

務

果により支援が必要な

事

ケースに対し、
　電話

業

等で支援を行う。
○若

評

年妊婦に対して、定期

価

的な家庭訪問等で
　支

シ

援を行う。
○必要に応

ー

じて支援計画を立案し

ト

、関係部署
　と連携す

（

るとともに、担当保健

様

師等の継続
　的な支援

式

に繋げる。

位
置
づ
け

関

１

連計画 子ども・子育て

）

支援事業計画

根拠法令

会

母子保健法、児童福祉

計

法、まち・ひと・しご

名

と創生法、子ども・子

担

育て支援法

対象者 妊産

当

婦及び乳幼児を持つ保

部

護者等 事業期間 平成２

次

８年度 ～

実施方法 ■直

世

営　□委託　□指定管

代

理　□補助・助成　□

育

その他

成部

一般会計
妊娠

Ｂ
　
事
　
業

・

　
実
　
績

２８年度実績

出

２９年度実績 ３０年度

産

実績 ３１年度計画

・妊

・

娠子育て応援室来所者

子

数 ・妊娠子育て応援室

育

来所者数 ・妊娠子育て

て

応援室来所者数 ・妊娠

包

子育て応援室来所者数

括

　　　　　　　　延べ

支

118人 　　　　　　

援

　　延べ384人 　　

事

　　　　　　延べ51

業

5人 　　　　　　　　

担

延べ550人
・面接相

当

談　　　　　　615

課

件・面接相談　  　

子

　　　958件・面接

育

相談  　　　　1,

て

280件・面接相談　

支

　　　　1,300件

援

・電話相談　　　　　

課

　528件・電話相談

款

　　　　　1,564

項

件・電話相談  　　

目

　　1,523件・電

担

話相談　　　　　1,



係 母子保健第2係

4 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評

平

価の理由

　母子保健法

成

や子ども・子育て支援

３

法等に規定されている

１

・法的業務
高い

事業で

年

ある。核家族の増加に

度

より、妊娠期から子育

（

て期に
必要性 ・市民ニ

平

ーズ、社会需要 おける

成

不安の軽減や虐待予防

３

の視点から切れ目のな

０

い支援
・市民生活上必

年

要である　など が必要

度

とされる。

　支援を必

評

要とする人を、妊娠届

価

出時に把握をし、対象

）

者
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

に応じた

谷

支援方法を考えている

市

。
効率性 ・執行体制の

事

効率性
・手段の最適性

務

　など

　子ども・子育

事

て支援法に規定されて

業

いる。
・市が主体とな

評

って実施する
高い妥当

価

性 　べき事業であるか

シ

・総合計画との整合性

ー

　など

　育児不安等の

ト

解消を図り、子どもが

（

健やかに生まれ育つ

施

様

策への ・施策への貢献

式

度
高い

環境づくりに貢

２

献している。
・目標達

）

成度
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　■

名

現状維持　□改善・効

担

率化　□縮小　□終期

当

設定　□休止・廃止

 

部

「妊娠・子育て応援室

次

」に来所される乳幼児

世

及び保護者は少しずつ

代

増えている。相談しや

育

すい環境を整えるとと

成

もに
関係部署・医療機

部

関等との連携体制を構

一

築し、妊娠中から子育

般

てまで切れ目のない支

会

援を行い、市民サービ

計

スの向上
を図っていく

妊

。

娠・出

Ｃ
 
　
Ｈ

産

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

・

　
∧
　
評
　
価
　
∨

子育て包括支援事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当



4

ん抗体検査105人 

1

大人の風しん抗体検査

4

89人 大人の風しん抗体検査309人　　並びに風しん予防接種費用
風しん186人 ﾛﾀｳｲﾙｽ2,720人 風しん160人　ﾛﾀｳｲﾙｽ2,620人 風しん349人　ﾛﾀｳｲﾙｽ2,994人 　の一部助成を実施する。

　　　　
・予防接種を実施することにより、感染症を予防することができた。

成果
・乳幼児期に実施する予防接種については、97％前後の接種率となっている。

ＤＴ2期の接種率が87.5％であり、接種率を向上させる必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 定期予防接種延人数（人） 37,427 38,081 38,175 38,200 38,200
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 423,790 430,582 432,988 463,527 合計 432,988,095 円
旅費 10,200 円

財
　
源

特定財源 371 4,413 2,295 1,841 需用費 2,946,219 円
役務費 2,345,704 円

一般財源 423,419 426,169 430,693 461,6

Ｄ

86 委託料 406,2

　

24,337 円
負担

　

金、補助及び

職員人件

　

費　② 14,927 2

Ｏ

0,239 19,82

　

9 19,815 交付金

　

15,332,335

∧

 円
扶助費 6,129

　

,300 円

総事業費

　

（①＋②） 438,7

実

17 450,821 4

　

52,817 483,

　

342

建
設
事
業

全体事

施

業費（単位：千円） 0

　

３０年度特定財源名称

　

３０年度までの累積事

∨

業費 0 予防接種事故対策費補助金
（県）　

２年度以降の事業費見込 0 風しんワクチン接種事業費補
助金（県）

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 健康づくり

平

施策体系
施策の内容 予

成

防接種と感染症対策

目

３

　
　
　
的

　乳幼児、児

０

童及び生徒の健康保持

年

のため、

主
た
る
内
容

○

度

定期予防接種の実施
予

評

防接種を実施すること

価

により、各種疾病の ○

）

任意予防接種費用の一

刈

部助成
予防を図る。

位

谷

置
づ
け

関連計画  

根拠

市

法令 予防接種法

対象者

事

市民（20歳未満） 事

務

業期間 ～

実施方法 □直

事

営　■委託　□指定管

業

理　□補助・助成　□

評

その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業

）

　
実
　
績

２８年度実績

会

２９年度実績 ３０年度

計

実績 ３１年度計画

不活

名

化ﾎﾟﾘｵ67人 B

担

CG1,603人  

当

不活化ﾎﾟﾘｵ29人

部

　BCG1,563人

次

不活化ﾎﾟﾘｵ22人

世

　BCG1,544人

代

・予防接種法に定めら

育

れた定
4種混合6,5

成

02人 DT1,19

部

3人 4種混合6,23

一

1人　DT1,128

般

人 4種混合6,24

会

4人　DT1,235

計

人 　期予防接種を実施

予

する。
日本脳炎6,1

防

30人 MR2,99

接

7人 日本脳炎5,8

種

32人　MR3,06

事

2人 日本脳炎6,11

業

5人　MR2,905

担

人 ・ロタウイルス、お

当

たふくか
ﾋﾌﾞ6,4

課

74人 ﾋﾌﾞ6,2

子

24人 ﾋﾌﾞ6,18

育

9人 　ぜ予防接種費用

て

の一部助成
小児用肺炎

支

球菌6,487人 小

援

児用肺炎球菌6,21

課

0人 小児用肺炎球菌6

款

,240人 　を実施す

項

る。
水痘3,217人

目

 B型肝炎2,757

担

人 水痘3,103人

当

　B型肝炎4,687

係

人水痘2,932人　

母

B型肝炎4,741人

子

・妊娠中及び妊娠希望

保

の女性
子宮頸がん予防

健

0人 子宮頸がん予防1

第

2人 子宮頸がん予防

2

8人 　や夫の風しん抗

係

体検査費用
大人の風し



1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　予防接種

平

法で定められた事業で

成

あり、感染症の発症及

３

び
・法的業務

高い
蔓延

１

を防ぐために必要不可

年

欠である。
必要性 ・市

度

民ニーズ、社会需要
・

（

市民生活上必要である

平

　など

　接種を受けや

成

すいように、医療機関

３

個別接種方式で実施
・

０

コストの節減、費用対

年

効果
普通

している。
効

度

率性 ・執行体制の効率

評

性
・手段の最適性　な

価

ど

　予防接種法上、市

）

が実施主体と定められ

刈

ている。
・市が主体と

谷

なって実施する
高い妥

市

当性 　べき事業である

事

か
・総合計画との整合

務

性　など

　市民の健康

事

保持のために貢献して

業

いる。

施策への ・施策

評

への貢献度
高い・目標

価

達成度
貢献度 ・市民サ

シ

ービスへの効果　など

ー

今後の方向性 □拡充　

ト

■現状維持　□改善・

（

効率化　□縮小　□終

様

期設定　□休止・廃止

式２）

会

Ｃ
 
　
Ｈ
 

計

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

名

∧
　
評
　
価
　
∨

担当部 次世代育成部

一般会計
予防接種事業

担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 母子保健第2係

4



助金制度利用の利用者数（人） 8 12 11 14 16
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 191 108 193 180 合計 192,750 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 128 72 128 120 交付金 192,750 円

一般財源 63 36 65 60

職員人件費　② 860 465 694 774

総事業費（①＋②） 1,051 573 887 954

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ファミリーサポートセンター利用者補助事

業

平成３１

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

平

福祉安全

基本施策 次世

成

代育成・子育て支援
施

３

策体系
施策の内容 地域

０

における子育て支援

目

年

　
　
　
的

  低所得者

度

世帯、ひとり親家庭及

評

び病児を預

主
た
る
内
容

価

生活保護世帯、市民税

）

非課税世帯、児童扶養

刈

かる活動の利用料を一

谷

部助成することで、経

市

手当受給世帯、病児・

事

病後児を対象とした援

務

済的負担を軽減し、フ

事

ァミリーサポートセン

業

助活動に対して1時間

評

あたり300円を補助

価

する｡
ター援助活動の

シ

利用促進に結びつく環

ー

境を整
えるとともに、

ト

病児・病後児保育の体

（

制強化
を図る。

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市子ど

式

も・子育て支援事業計

１

画

根拠法令 かりやしフ

）

ァミリーサポートセン

会

ター利用補助金交付要

計

綱

対象者 市民 事業期間

名

平成２４年度 ～

実施方

担

法 ■直営　□委託　□

当

指定管理　■補助・助

部

成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２８年

計

度実績 ２９年度実績 ３

担

０年度実績 ３１年度計

当

画

補助制度の実施 補助

課

制度の実施 〇補助制度

子

の実施 ○補助制度の実

育

施
利用者数　  8名

て

利用者数　 12名 利

支

用者数　11名 ○補助

援

対象者への周知
補助件

課

数  332件 補助件

款

数　256件 補助件数

項

　272件
〇補助対象

目

者への周知

　低所得者

担

世帯、ひとり親家庭及

当

び病児を預かる活動の

係

利用料を一部助成し経

子

済的負担を軽減するこ

育

とで、ファミリーサ

成

て

果
ポートセンター援助

支

活動の利用促進に結び

援

つけることができた。

係

　補助金制度の利用者

3

数がまだ少ないため、

2

補助対象者への積極的

2

な周知を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 補



サポートセンター利用者補助事

業

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点から

平

の評価 評価の理由

・法

成

的業務
必要性 ・市民ニ

３

ーズ、社会需要
・市民

１

生活上必要である　な

年

ど

・コストの節減、費

度

用対効果
効率性 ・執行

（

体制の効率性
・手段の

平

最適性　など

・市が主

成

体となって実施する
妥

３

当性 　べき事業である

０

か
・総合計画との整合

年

性　など

施策への ・施

度

策への貢献度
・目標達

評

成度
貢献度 ・市民サー

価

ビスへの効果　など

今

）

後の方向性 □拡充　□

刈

現状維持　□改善・効

谷

率化　□縮小　□終期

市

設定　□休止・廃止

　

事務事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 

評

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

価

∧
　
評
　
価
　
∨

シート （様式２）

会計名 担当部 次世代育成部

一般会計 担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育て支援係

3 2 2

ファミリー



育

。 用できる支援を実施

て

した。 用できる支援を

支

実施した。 用できる支

援

援を実施する。

　子育

係

てコンシェルジュ配置

3

施設を初年度39か所

2

から44か所に増やし

2

、子育てに身近な施設で子育てコンシェルジュに相

成果
談できる体制を整えた。

　また、子育てコンシェルジュ研修を10回開催することにより子育てコンシェルジュの資質向上を図った。

　子育てコンシェルジュの知名度を上げるとともに更なる資質の向上を図り、市民の利便性を上げることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 相談対応件数（件） 883 995 958 1,000 1,050
指標
活動 配置施設数（箇所） 42 44 44 44 44
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,073 5,512 5,586 6,451 合計 5,585,508 円
賃金 952,686 円

財
　
源

特定財源 3,382 3,674 3,722 4,300 報償費 66,000 円
旅費 3,400 円

一般財源 1,691 1,838 1,864 2,151 需用費 97,768 円
委託料 4,465,654 円

職員人件費　② 5,666 4,575 5,478 6,269

総事業費（①＋②） 10,739 10,087 11,064 12,720

Ｄ

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ３０年

　

度特定財源名称

３０年

　

度までの累積事業費 0

Ｏ

子ども・子育て支援交

　

付金（
国）

２年度以降

　

の事業費見込 0 地域子

∧

育て支援事業費補助金

　

（県）

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

　子育て

年

世帯の身近な場所で情

度

報提供や相談･

主
た
る

評

内
容

　子育て支援セン

価

ター等、子どもやその

）

保護
助言等を行うこと

刈

で、多様な教育・保育

谷

施設 者の身近な場所に

市

専門職員を配置し、幼

事

稚園
や地域の子育て支

務

援事業等の円滑な利用

事

を図 や保育園、地域子

業

育て支援事業等の情報

評

提供
る。 や、必要に応

価

じた相談・助言及び関

シ

係機関と
の連絡調整を

ー

行う。
　また、幼稚園

ト

、保育園、子育て広場

（

、児童
館、子ども相談

様

センター等に従事する

式

職員も
専門職員ととも

１

に利用者の支援を行い

）

、各施
設の連携を強化

会

する。

位
置
づ
け

関連計

計

画 刈谷市子ども・子育

名

て支援事業計画

根拠法

担

令 子ども・子育て支援

当

法、刈谷市子育てコン

部

シェルジュ事業実施要

次

領

対象者 市民 事業期間

世

平成２７年度 ～

実施方

代

法 ■直営　■委託　□

育

指定管理　□補助・助

成

成　□その他

部

一般会計
子育て

Ｂ
　

コ

事
　
業
　
実
　
績

２８年

ン

度実績 ２９年度実績 ３

シ

０年度実績 ３１年度計

ェ

画

子育てコンシェルジ

ル

ュを配置 子育てコンシ

ジ

ェルジュを配置 子育て

ュ

コンシェルジュを配置

事

子育てコンシェルジュ

業

を配置
し、子どもやそ

担

の保護者が多 し、子ど

当

もやその保護者が多 し

課

、子どもやその保護者

子

が多 し、子どもやその

育

保護者が多
様な教育・

て

保育施設や地域の 様な

支

教育・保育施設や地域

援

の 様な教育・保育施設

課

や地域の 様な教育・保

款

育施設や地域の
子育て

項

支援事業等を円滑に利

目

子育て支援事業等を円

担

滑に利 子育て支援事業

当

等を円滑に利 子育て支

係

援事業等を円滑に利
用

子

できる支援を実施した



て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　子ども・子育て支援

成

法に基づく事業であり

３

、市民が多様
・法的業

１

務
高い

な子育て支援サ

年

ービスを効果的・効率

度

的に享受できるよう
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 にするため必要

成

な事業である。
・市民

３

生活上必要である　な

０

ど

　拠点施設だけでな

年

く、多岐にわたる子育

度

て支援関係施設
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

高い
に本来の職務に兼

）

務する形で子育てコン

刈

シェルジュを配置
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

することにより、市民

事

が身近に相談できる体

務

制を整えてい
・手段の

事

最適性　など ることか

業

ら効率的な実施である

評

といえる。

　行政、地

価

域、民間事業者の子育

シ

て支援サービスを総合

ー

的
・市が主体となって

ト

実施する
高い

に紹介、

（

コーディネートする事

様

業の趣旨から行政が主

式

体と
妥当性 　べき事業

２

であるか なって実施す

）

べき事業である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　あらゆる子育て支

名

援施策と連携し、各施

担

策の効率的な実

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
施と事業の周知を兼

次

ねていることから貢献

世

度が高いといえ
・目標

代

達成度 る。
貢献度 ・市

育

民サービスへの効果　

成

など

今後の方向性 ■拡

部

充　□現状維持　□改

一

善・効率化　□縮小　

般

□終期設定　□休止・

会

廃止

　今後も市民が相

計

談しやすい体制整備に

子

努め、子育てコンシェ

育

ルジュの知名度を上げ

て

るとともに、更なる資

コ

質の向上
を図る。

ンシェル

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

ジ

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

ュ

評
　
価
　
∨

事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育



健

がき運動37回 ・よい

第

子の歯みがき運動は、

1

　園児1,404人、

係

保護者835人 　園児

4

1,408人、保護者

1

835人 　園児1,3

2

87人、保護者749人 　年間37園で実施予定。

　各健診ともに受診率向上に努めており、それに伴い3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の割合が高い数値で維持し

成果
ている。

　妊産婦歯科健康診査は妊産婦だけではなく、子どもの歯科相談・指導にも応じている。親子で共に歯科口腔衛生を心が

けるきっかけとなるように、より妊産婦歯科健診の受診率向上を図りたい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の率（％） 90.4 90.8 92.1 92.0 92.0
指標

指標
　3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の率（平成29年度）　安城市90.0％　知立市88.7％

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,346 26,042 26,664 30,899 合計 26,663,786 円
需用費 798,126 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 399,000 円
委託料 25,202,670 円

一般財源 26,346 26,042 26,664 30,899 使用料及び賃借料 263

Ｄ

,990 円

職員人件

　

費　② 4,767 4,

　

730 4,321 4,

　

334

総事業費（①＋

Ｏ

②） 31,113 30

　

,772 30,985

　

35,233

建
設
事
業

∧

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ３０年度特定財

　

源名称

３０年度までの

実

累積事業費 0

２年度以

　

降の事業費見込 0

　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

平

康づくり
施策体系

施策

成

の内容 母子保健の推進

３

目
　
　
　
的

将来を担う

０

子どもたちと、その母

年

親の健全な

主
た
る
内
容

度

○妊産婦、1歳6か月

評

児、2歳児、2歳6か

価

月児、
歯科保健意識の

）

向上を図るとともに、

刈

口腔の 　3歳児を対象

谷

にした歯科健康診査、

市

口腔衛生
保護育成を目

事

指し、歯の健康づくり

務

を推進す 　に関する衛

事

生教育等の実施。
る。

業

位
置
づ
け

関連計画 健康

評

日本21かりや計画

根

価

拠法令 母子保健法

対象

シ

者 市民（妊産婦、乳幼

ー

児及びその保護者） 事

ト

業期間 ～

実施方法 ■直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

次

　
実
　
績

２８年度実績

世

２９年度実績 ３０年度

代

実績 ３１年度計画

・妊

育

婦歯科健診　756人

成

・妊婦歯科健診　71

部

9人 ・妊婦歯科健診　

一

768人 ・妊産婦歯科

般

健康診査は、受
・産婦

会

歯科健診　724人 ・

計

産婦歯科健診　709

母

人 ・産婦歯科健診　6

子

96人 　診券を交付し

歯

、医療機関委
・1歳6

科

か月児健診　1,62

健

3人 ・1歳6か月児健

康

診　1,551人 ・1

診

歳6か月児健診　1,

査

479人 　託にて実施

事

。
・2歳児歯科健診　

業

1,300人 ・2歳児

担

歯科健診　1,288

当

人 ・2歳児歯科健診　

課

1,206人 ・幼児の

子

健康診査については
・

育

2歳6か月児　1,2

て

12人 ・2歳6か月児

支

　1,164人 ・2歳

援

6か月児　1,169

課

人 　対象者に案内文を

款

送付し、
・3歳児健診

項

　1,504人 ・3歳

目

児健診　1,502人

担

・3歳児健診　1,5

当

15人 　毎月各3回ず

係

つ実施。　
・よい子の

母

歯みがき運動33回 ・

子

よい子の歯みがき運動

保

35回 ・よい子の歯み



1

11件
　3歳児健診1

・

06件 　3歳児健診1

第

32件 　3歳児健診1

2

27件
　ひまわり相談

係

室20件 　ひまわり相

4

談室25件 　ひまわり

1

相談室23件
・栄養相

2

談　224人 ・栄養相談　265人 ・栄養相談　290人

　あかちゃん訪問利用率は90％以上を維持している状況であり、助産師等の訪問指導により母親の育児不安の軽減を図る

成果
とともに、継続支援につなげることができた。里帰り等で他市に依頼し訪問を受けた数は53件あり、里帰り中からの不安

軽減が図られたと思われる。その他の事業としては、発達相談や栄養相談・育児相談・母乳相談等を必要に応じ実施し、

継続して支援することができた。

　あかちゃん訪問に関しては、里帰り中に他市で利用したケース等を積極的に把握することに努めるとともに、より早期

にあかちゃんや母親の状態に応じた利用勧奨をしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 あかちゃん訪問利用率（％） 91.2 93.1 90.2 90.0 90.0
指標

 
指標

　あかちゃん訪問の担当スタッフについては、他市では保健師、助産師、看護師、保育士等が配置されてい
他市との るが、当市ではすべてのあかちゃん訪問に助産師が出向いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算

Ｄ

） 事業費内訳

事業費　

　

① 16,705 16,

　

299 16,088 1

　

8,650 合計 16,

Ｏ

087,769 円
報

　

償費 5,381,00

　

0 円

財
　
源

特定財源

∧

4,554 5,648

　

5,696 6,492

　

需用費 450,673

実

 円
役務費 101,0

　

00 円

一般財源 12

　

,151 10,651

施

10,392 12,1

　

58 委託料 10,15

　

5,096 円

職員人

∨

件費　② 31,808 25,900 23,417 24,536

総事業費（①＋②） 48,513 42,199 39,505 43,186

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金(
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
補助金（県）

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

健康づくり
施策体系

施

成

策の内容 母子保健の推

３

進

目
　
　
　
的

母親の育

０

児不安等の解消を図り

年

、子どもが健

主
た
る
内

度

容

○発達相談として、

評

子育てに困難を抱えて

価

い
やかに生まれ育つ環

）

境づくりを推進する。

刈

　る家庭に対し、心理

谷

判定員による個別相談

市

　を行う。
○あかちゃ

事

ん訪問として、安心し

務

て育児がで
　きるよう

事

新生児、乳児、産婦の

業

自宅を訪問
　して、保

評

護者の多様な相談に応

価

じる。
○育児、生活面

シ

での不安について、管

ー

理栄養
士、保育士等が

ト

健康教育や相談に応じ

（

る。

位
置
づ
け

関連計画

様

健康日本21かりや計

式

画、刈谷市子ども・子

１

育て支援事業計画

根拠

）

法令 母子保健法

対象者

会

市民（乳幼児及びその

計

保護者） 事業期間 平成

名

２１年度 ～

実施方法 ■

担

直営　■委託　□指定

当

管理　□補助・助成　

部

□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２８年度実

計

績 ２９年度実績 ３０年

育

度実績 ３１年度計画

・

児

あかちゃん訪問利用1

健

,506件・あかちゃ

康

ん訪問利用1,439

支

件・あかちゃん訪問利

援

用1,458件あかち

事

ゃん訪問、発達相談、

業

（産婦数1,479人

担

） （産婦数1,415

当

人） （産婦数1,44

課

4人） 栄養相談、乳幼

子

児健康診査、
・発達相

育

談　 ・発達相談　 ・発

て

達相談　 育児相談等に

支

おいて必要に応
　1歳

援

6か月児健診120件

課

　1歳6か月児健診1

款

35件 　1歳6か月児

項

健診128 じ育児支援

目

を実施する。
　チュー

担

リップ相談室85件 　

当

チューリップ相談室7

係

4件 　チューリップ相

母

談室80件
　2歳・2

子

歳6か月児健診104

保

件 　2歳・2歳6か月

健

児健診105件 　2歳

第

・2歳6か月児健診1



第

10万円
比較検証

2係

4 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,228 11,448 10,892 16,100 合計 10,892,000 円
扶助費 10,892,000 円

財
　
源

特定財源 1,513 1,454 1,562 1,430

一般財源 10,715 9,994 9,330 14,670

職員人件費　② 2,423 4,730 5,439 5,573

総事業費（①＋②） 14,651 16,178 16,331 21,673

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 一般不妊治療費助成事業費補
助金（県）

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 健康

平

づくり
施策体系

施策の

成

内容 母子保健の推進

目

３

　
　
　
的

子どもを欲し

０

て不妊検査及び不妊治

年

療を受け

主
た
る
内
容

〇

度

助成の対象
ている夫婦

評

に対し、その費用を助

価

成すること 　不妊検査

）

、一般不妊治療及び人

刈

工授精
により、経済的

谷

な負担の軽減を図る。

市

〇対象者
　市内在住の

事

婚姻関係にある夫婦
〇

務

助成額
　不妊検査、一

事

般不妊治療及び人工授

業

精に要
　した費用のう

評

ちの自己負担額の2分

価

の1で10
　万円を限

シ

度とする。

位
置
づ
け

関

ー

連計画  

根拠法令 刈谷

ト

市不妊治療等助成金支

（

給要綱

対象者 市民（婚

様

姻関係にある夫婦） 事

式

業期間 平成１８年度 ～

１

実施方法 ■直営　□委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

成

２８年度実績 ２９年度

部

実績 ３０年度実績 ３１

一

年度計画

・助成件数　

般

306件 ・助成件数　

会

296件 ・助成件数　

計

303件 ・助成件数　

不

350件見込み
・助成

妊

金額　12,228,

治

000円 ・助成金額 

療

 11,448,00

費

0円 ・助成金額  1

助

0,892,000円

成

・助成金額　16,1

事

00,000円

　申請

業

者への経済的負担軽減

担

を図ることができた。

当

32.3％が妊娠して

課

いる。

成果

　より多く

子

の夫婦が治療を受けら

育

れるよう、さらに周知

て

に努める必要がある。

支

課題

指標名称（単位）

援

実績値 目標値

２８年度

課

２９年度 ３０年度 ３１

款

年度 ３年度

活動 不妊治

項

療費助成件数（件） 3

目

06 296 303 35

担

0 350
指標

 
指標

　

当

助成金額（1件あたり

係

上限額）
他市との 　碧

母

南市上限なし、高浜市

子

・知立市・安城市・西

保

尾市各5万円、豊田市

健

4.5万円、みよし市



健

の回復のため、支援者

第

のいない産婦に対して

1

効果的な周知を図ると

係

ともに、適切な

支援に

4

繋げる必要がある。
課

1

題
　

指標名称（単位）

2

実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 産後ホームヘルパー利用者数（人） 31 29 31 40 45
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 994 1,513 1,484 1,943 合計 1,484,207 円
委託料 1,484,207 円

財
　
源

特定財源 471 498 439 570

一般財源 523 1,015 1,045 1,373

職員人件費　② 3,595 3,567 4,706 3,522

総事業費（①＋②） 4,589 5,080 6,190 5,465

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 ホームヘルパー派遣手数料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

平

康づくり
施策体系

施策

成

の内容 母子保健の推進

３

目
　
　
　
的

産後の母親

０

の身体的、精神的負担

年

の軽減を図

主
た
る
内
容

度

○産後における母親の

評

健康を守るため核家族

価

る。 　世帯を対象にホ

）

ームヘルパーを派遣し

刈

家事
　支援を行う。
○

谷

刈谷市社会福祉協議会

市

へ委託し、産後2か月

事

　の間で30日を限度

務

に1日1回3時間以内

事

のヘル
　パー派遣をし

業

、家事援助を行う。

位

評

置
づ
け

関連計画 男女共

価

同参画プラン

根拠法令

シ

刈谷市産後ホームヘル

ー

パー派遣事業実施要綱

ト

対象者 市民(産後2か

（

月以内の母親の家族）

様

事業期間 平成１６年度

式

～

実施方法 □直営　■

１

委託　□指定管理　□

）

補助・助成　□その他

会計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

育

績

２８年度実績 ２９年

成

度実績 ３０年度実績 ３

部

１年度計画

・利用者　

一

31人 ・利用者　29

般

人 ・利用者　31人 ・

会

希望者に対し、ヘルパ

計

ーを
・平均利用日数　

産

11.9日 ・平均利用

後

日数　15.2日 ・平

ヘ

均利用日数　13.2

ル

日 派遣する。
・平均利

パ

用時間　18.9時間

ー

・平均利用時間　24

派

.5時間 ・平均利用時

遣

間　22.3時間

　利

事

用申請者52人のち、

業

キャンセルした人は1

担

1人で、キャンセルの

当

割合は21.1％であ

課

った（平成27年度3

子

7.4％、平成28年

育

成果
度23.8％、平

て

成29年度31.7％

支

）。産婦自身の体調や

援

家族状況により利用率

課

の変動はあるが、申請

款

の際の説明を確実に行

項

う

ことで、事業を本当

目

に必要としている人が

担

申込みをするようにな

当

った。

　また、健康管

係

理システムの導入によ

母

り、事務効率が良くな

子

った。

　産後うつの予

保

防や産後における心身



目

ざした活動が行われて

担

いると評価することが

当

できる。

　「安心、安

係

全な援助活動のための

子

ガイドライン」を策定

育

し、援助活動の体制を

て

整備した。

　他市での

支

事故を受け、平成23

援

年度末に厚生労働省よ

係

り援助会員の講習強化

3

について指針が示され

2

た中で、本市において

2

も年３回実施する講習会を強化し、より安全に援助活動できる体制を整備することが課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 ファミリー・サポート・センター会員数（人） 3,341 3,517 3,688 3,700 3,700
指標
活動 活動件数（件） 8,200 8,029 7,666 8,100 8,300
指標

　　　　　　　　　　　　碧南市　　安城市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との H29.3.31現在会員数（人） 　238　　 　729　　 　927　 　　673　 　3,341  
比較検証 H28年度活動件数（件）　  1,718 　  3,030　 　1,856　   2,081　　 8,200　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,593 12,032 12,145 12,604 合計 12,144,888 円
賃金 9,409,265 円

財
　
源

特定財源 7,062 8,022 8,080 8,402 報償費 117,000 円
旅費 17,420 円

一般財源 3,531 4,010 4,065 4,2

Ｄ

02 需用費 261,4

　

24 円
役務費 2,1

　

83,727 円

職員

　

人件費　② 1,329

Ｏ

1,396 1,929

　

3,096 使用料及び

　

賃借料 102,052

∧

 円
負担金、補助及び

　

総事業費（①＋②） 1

　

1,922 13,42

実

8 14,074 15,

　

700 交付金 54,0

　

00 円

建
設
事
業

全体

施

事業費（単位：千円）

　

0 ３０年度特定財源名

　

称

３０年度までの累積

∨

事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

３

施策の内容 地域におけ

０

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

　育児の援助を行い

度

たい人と、育児の援助

評

を

主
た
る
内
容

　ファミ

価

リー・サポート・セン

）

ター業務専任
受けたい

刈

人を組織化し、地域に

谷

おける育児の の臨時職

市

員をアドバイザーとし

事

て雇用し、会
相互援助

務

活動を推進することで

事

、働く人々の 員の登録

業

、援助の資質向上のた

評

めの講習会及
仕事と子

価

育ての両立を支援する

シ

。 び子育ての輪をつく

ー

るための交流会の開催

ト

並
びに会報誌の発行等

（

センターの運営を行う

様

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

式

谷市子ども・子育て支

１

援事業計画

根拠法令 児

）

童福祉法、子ども・子

会

育て支援法、かりやし

計

ファミリー・サポート

名

・センター会則、実施

担

要領

対象者 会員 事業期

当

間 平成１２年度 ～

実施

部

方法 ■直営　□委託　

次

□指定管理　□補助・

世

助成　□その他

代育成部

一般会計

Ｂ

フ

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

ァ

年度実績 ２９年度実績

ミ

３０年度実績 ３１年度

リ

計画

ファミリー・サポ

ー

ート・セン ファミリー

サ

・サポート・セン ファ

ポ

ミリー・サポート・セ

ー

ン ファミリー・サポー

ト

ト・セン
ターの運営 タ

セ

ーの運営 ターの運営 タ

ン

ーの運営
・援助会員養

タ

成講座開催　3回・援

ー

助会員養成講座開催　

運

3回・援助会員養成講

営

座開催　3回・援助会

事

員養成講座開催　3回

業

・依頼会員随時受付 ・

担

依頼会員随時受付 ・依

当

頼会員随時受付 ・依頼

課

会員随時受付

　年３回

子

広報誌において援助会

育

員の募集を行い、ファ

て

ミリー･サポート・セ

支

ンターの相互援助活動

援

を周知するとともに、

課

成果
会員の獲得を行い

款

会員数が増加した。市

項

民に認知され地域に根



育

ム「ノーバディズ・パ

て

ーフェクト（ＮＰ）講

支

座」などの開催により

援

、単

なる親子の居場所

係

だけにとどまらない、

3

充実した事業にするこ

2

とができた。

　出張子

2

育て広場を積極的に開催するなど、施設を持たない「子育て広場」であることを活かした事業の推進をすること

が望ましい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 すくすく広場利用者数（人） 4,882 3,617 5,543 4,900 5,000
指標
成果 すくすくパパ広場利用者数（人） 329 246 309 340 360
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,621 3,914 3,974 4,065 合計 3,974,366 円
役務費 8,260 円

財
　
源

特定財源 2,482 2,522 2,612 2,620 委託料 3,958,106 円
負担金、補助及び

一般財源 1,139 1,392 1,362 1,445 交付金 8,000 円

職員人件費　② 1,211 698 617 774

総事業費（①＋②） 4,832 4,612 4,591 4,839

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（

Ｄ

県）

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

乳幼児及

年

び保護者が相互に交流

度

を行う場であ

主
た
る
内

評

容

親子で自由に遊ぶ場

価

所を提供しながら、手

）

遊
る地域子育て支援拠

刈

点事業（一般型）を運

谷

営 びや歌などのプログ

市

ラムを実施する。
する

事

ことで、保護者の子育

務

てに対する不安感 ○す

事

くすく広場
の緩和及び

業

地域の子育て力の充実

評

を図る。 日時　毎週月

価

・火・木曜日　
　　　

シ

10時～16時
場所　

ー

小山託児ルーム(小山

ト

町4－50)
○すくす

（

くパパ広場
日時　毎月

様

第3土曜日
　　　10

式

時～16時
場所　小山

１

託児ルーム(小山町4

）

－50)

位
置
づ
け

関連

会

計画 刈谷市子ども・子

計

育て支援事業計画

根拠

名

法令 児童福祉法

対象者

担

主に未就園児及びその

当

保護者 事業期間 平成１

部

２年度 ～

実施方法 □直

次

営　■委託　□指定管

世

理　□補助・助成　□

代

その他

育成部

一般会計
す

Ｂ
　
事
　
業

く

　
実
　
績

２８年度実績

す

２９年度実績 ３０年度

く

実績 ３１年度計画

・地

広

域子育て支援拠点事業

場

　 ・地域子育て支援拠

運

点事業　 ・地域子育て

営

支援拠点事業　 ・地域

委

子育て支援拠点事業　

託

　（一般型）の実施 　

事

（一般型）の実施 　（

業

一般型）の実施 　（一

担

般型）の実施
・出張子

当

育て広場の実施 ・出張

課

子育て広場の実施 ・出

子

張子育て広場の実施 ・

育

出張子育て広場の実施

て

・ＮＰ講座の開催 ・Ｎ

支

Ｐ講座の開催 ・ＮＰ講

援

座の開催 ・ＮＰ講座の

課

開催

　開設時間中の自

款

由な時間に、未就園児

項

と保護者が気軽に利用

目

できる場所を提供する

担

ことができた。また、

当

幼稚園教諭を

成果
講師

係

に迎えた「子育て講座

子

」や、親支援プログラ



当係 子育て支

Ｃ
　
事
　
業

援

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
２８年度 ２９年度 ３

3

０年度 ３１年度 ３０年

2

度

（決算） （決算） （

2

決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,745 17,050 17,156 17,910 合計 17,156,449 円
報償費 169,500 円

財
　
源

特定財源 5,546 5,578 5,662 5,671 需用費 1,389,009 円
役務費 213,948 円

一般財源 11,199 11,472 11,494 12,239 委託料 15,320,405 円
使用料及び賃借料 58,587 円

職員人件費　② 1,876 1,008 1,003 1,316 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 18,621 18,058 18,159 19,226

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

３

の内容 地域における子

０

育て支援

目
　
　
　
的

子

年

育て中の保護者の子育

度

てへの不安感緩和を

主

評

た
る
内
容

地域子育て支

価

援拠点事業（一般型）

）

実施施設
図り、安心し

刈

て子育てできる環境を

谷

整備する として、乳幼

市

児及びその保護者が相

事

互の交流
とともに、地

務

域の子育て力の充実を

事

図る。 を行う場所を開

業

設し、子育てについて

評

の相談,
情報の提供、

価

助言その他の援助を行

シ

う。
○場所　刈谷市半

ー

城土町西裏63－5
○

ト

休日　毎週日曜日、年

（

末年始

位
置
づ
け

関連計

様

画 刈谷市子ども・子育

式

て支援事業計画

根拠法

１

令 児童福祉法　刈谷市

）

子育て支援センター条

会

例

対象者 主に未就園児

計

及びその保護者 事業期

名

間 平成１７年度 ～

実施

担

方法 ■直営　■委託　

当

□指定管理　□補助・

部

助成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

計

年度実績 ２９年度実績

南

３０年度実績 ３１年度

部

計画

南部子育て支援セ

子

ンターの運 南部子育て

育

支援センターの運 南部

て

子育て支援センターの

支

運 南部子育て支援セン

援

ターの運
営 営 営 営

　安

セ

心・安全な遊び場の提

ン

供、子育てについての

タ

情報発信、相談、子育

ー

て講座などを実施する

運

ことで、安心して子育

営

てで

成果
きる環境の整

事

備に努めた。

　利用者

業

のニーズに対応した各

担

種子育て講座の見直し

当

が必要である。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

子

目標値

２８年度 ２９年

育

度 ３０年度 ３１年度 ３

て

年度

成果 来所者数（人

支

） 24,984 22,

援

225 25,436 2

課

5,000 26,00

款

0
指標

指標
 

他市との

項

比較検証

目 担



当係 子育て支

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

援

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

８年度 ２９年度 ３０年

3

度 ３１年度 ３０年度

（

2

決算） （決算） （決算

2

） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,498 16,904 17,259 18,278 合計 17,258,871 円
報償費 156,000 円

財
　
源

特定財源 5,544 5,576 5,660 5,670 需用費 758,594 円
役務費 187,919 円

一般財源 10,954 11,328 11,599 12,608 委託料 15,341,415 円
使用料及び賃借料 809,943 円

職員人件費　② 1,876 1,008 1,003 1,316 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 18,374 17,912 18,262 19,594

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

３

の内容 地域における子

０

育て支援

目
　
　
　
的

子

年

育て中の保護者の子育

度

てへの不安感緩和を

主

評

た
る
内
容

地域子育て支

価

援拠点事業（一般型）

）

実施施設
図り、安心し

刈

て子育てできる環境を

谷

整備する として、乳幼

市

児及びその保護者が相

事

互の交流
とともに、地

務

域の子育て力の充実を

事

図る。 を行う場所を開

業

設し、子育てについて

評

の相談,
情報の提供、

価

助言その他の援助を行

シ

う。
○場所　刈谷市今

ー

川町1-707
○休日

ト

　毎週日曜日、年末年

（

始

位
置
づ
け

関連計画 刈

様

谷市子ども・子育て支

式

援事業計画

根拠法令 児

１

童福祉法　刈谷市子育

）

て支援センター条例

対

会

象者 主に未就園児及び

計

その保護者 事業期間 平

名

成１９年度 ～

実施方法

担

■直営　■委託　□指

当

定管理　□補助・助成

部

　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２８年度

計

実績 ２９年度実績 ３０

北

年度実績 ３１年度計画

部

北部子育て支援センタ

子

ーの運 北部子育て支援

育

センターの運 北部子育

て

て支援センターの運 北

支

部子育て支援センター

援

の運
営 営 営 営

　安心・

セ

安全な遊び場の提供、

ン

子育てについての情報

タ

発信、相談、子育て講

ー

座などを実施すること

運

で、安心して子育てで

営

成果
きる環境の整備に

事

努めた。

　利用者のニ

業

ーズに対応した各種子

担

育て講座の見直しが必

当

要である。

課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

子

値

２８年度 ２９年度 ３

育

０年度 ３１年度 ３年度

て

成果 来所者数（人） 1

支

8,101 18,69

援

5 16,919 19,

課

000 20,000
指

款

標

指標
 

他市との
比較

項

検証

目 担



当

報発信、相談、子育て

係

講座などを実施するこ

子

とで、安心して子育て

育

で

成果
きる環境の整備

て

に努めた。

　利用者の

支

ニーズに対応した各種

援

子育て講座の見直しが

係

必要である。

課題

指標

3

名称（単位）
実績値 目

2

標値

２８年度 ２９年度

2

３０年度 ３１年度 ３年度

成果 来所者数（人） 92,240 88,480 93,570 94,000 94,500
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,284 7,829 9,352 11,982 合計 9,352,324 円
賃金 7,022,910 円

財
　
源

特定財源 5,544 5,220 5,660 5,688 報償費 735,000 円
旅費 20,720 円

一般財源 1,740 2,609 3,692 6,294 需用費 654,491 円
役務費 596,351 円

職員人件費　② 28,604 29,234 28,393 29,257 委託料 207,252 円
備品購入費 95,400 円

総事業費（①＋②） 35,888 37,063 37,745 41,239 負担金、補助及び
交付金 12,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称 公課費 8,200 円

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子育て支援事業費補助金
（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

３

の内容 地域における子

０

育て支援

目
　
　
　
的

子

年

育て中の保護者の子育

度

てへの不安感緩和を

主

評

た
る
内
容

地域子育て支

価

援拠点事業（一般型）

）

実施施設
図り、安心し

刈

て子育てできる環境を

谷

整備する として、乳幼

市

児及びその保護者が相

事

互の交流
とともに、地

務

域の子育て力の充実を

事

図る。 を行う場所を開

業

設し、子育てについて

評

の相談,
情報の提供、

価

助言その他の援助を行

シ

う。
○場所　
　刈谷市

ー

若松町3-8-2(総

ト

合健康センター2F)

（

○休日
　毎週日曜日、

様

年末年始

位
置
づ
け

関連

式

計画 刈谷市子ども・子

１

育て支援事業計画

根拠

）

法令 児童福祉法　子ど

会

も・子育て支援法　刈

計

谷市子育て支援センタ

名

ー条例

対象者 主に未就

担

園児及びその保護者 事

当

業期間 平成２３年度 ～

部

実施方法 ■直営　■委

次

託　□指定管理　□補

世

助・助成　□その他

代育成部

一般会計
中

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

央

２８年度実績 ２９年度

子

実績 ３０年度実績 ３１

育

年度計画

中央子育て支

て

援センターの運 中央子

支

育て支援センターの運

援

中央子育て支援センタ

セ

ーの運 中央子育て支援

ン

センターの運
営 営 営 営

タ

・子育て相談 ・子育て

ー

相談 ・子育て相談 ・子

運

育て相談
・各種教室等

営

の実施 ・各種教室等の

事

実施 ・各種教室等の実

業

施 ・各種教室等の実施

担

・子育てサークル支援

当

・子育てサークル支援

課

・子育てサークル支援

子

・子育てサークル支援

育

・子育て支援センター

て

だより ・子育て支援セ

支

ンターだより ・子育て

援

支援センターだより ・

課

子育て支援センターだ

款

より
　の発行 　の発行

項

　の発行 の発行

　安心

目

・安全な遊び場の提供

担

、子育てについての情



育

人） 8,610 6,8

て

64 6,248 7,5

支

00 8,000
指標

指

援

標

他市との
比較検証

係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,690 2,974 3,071 3,125 合計 3,070,800 円
役務費 8,600 円

財
　
源

特定財源 2,482 2,522 2,612 2,620 委託料 3,054,200 円
負担金、補助及び

一般財源 208 452 459 505 交付金 8,000 円

職員人件費　② 821 698 617 774

総事業費（①＋②） 3,511 3,672 3,688 3,899

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

乳幼児及

年

び保護者が相互に交流

度

を行う場であ

主
た
る
内

評

容

親子で自由に遊ぶ場

価

所を提供しながら、手

）

遊
る地域子育て支援拠

刈

点事業（一般型）を運

谷

営 びや歌などのプログ

市

ラムを実施する。
する

事

ことで、保護者の子育

務

てに対する不安感 日時

事

　毎週火・水・木曜日

業

　
の緩和及び地域の子

評

育て力の充実を図る。

価

　　　9時～14時3

シ

0分
場所　東刈谷市民

ー

センター

位
置
づ
け

関連

ト

計画 刈谷市子ども・子

（

育て支援事業計画

根拠

様

法令 児童福祉法

対象者

式

主に未就園児及びその

１

保護者 事業期間 平成２

）

３年度 ～

実施方法 □直

会

営　■委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２８年度実績

一

２９年度実績 ３０年度

般

実績 ３１年度計画

地域

会

子育て支援拠点事業（

計

一 地域子育て支援拠点

の

事業（一 地域子育て支

び

援拠点事業（一 地域子

の

育て支援拠点事業（一

び

般型）の実施 般型）の

広

実施 般型）の実施 般型

場

）の実施

　開設時間中

運

の自由な時間に、未就

営

園児と保護者が気軽に

委

利用できる場所を提供

託

することができた。あ

事

わせて児童館の利

成果

業

用が少ない、児童が通

担

学・通園している時間

当

の有効活用ができた。

課

　0歳から18歳まで

子

の児童が利用できると

育

いう児童館の環境を活

て

かし、夏休み期間など

支

の長期休業中には、子

援

育て広場の

年齢対象外

課

となる児童との交流等

款

をとり入れることによ

項

り、世代の枠を越えた

目

事業を検討する。
課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

２８年度 ２９

係

年度 ３０年度 ３１年度

子

３年度

成果 利用者数（



育て支

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

援

ト

単位：千円
２８年度

係

２９年度 ３０年度 ３１

3

年度 ３０年度

（決算）

2

（決算） （決算） （予

2

算） 事業費内訳

事業費　① 2,337 2,551 2,725 2,752 合計 2,725,497 円
賃金 2,311,195 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 199,302 円
委託料 215,000 円

一般財源 2,337 2,551 2,725 2,752

職員人件費　② 3,908 3,955 3,557 3,568

総事業費（①＋②） 6,245 6,506 6,282 6,320

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

心身障害

年

児に健常児との出会い

度

とふれあいの

主
た
る
内

評

容

小学生以下の心身障

価

害児及び就学前の乳幼

）

児
機会を提供し、おも

刈

ちゃを通して、生活を

谷

楽 を対象に、おもちゃ

市

の紹介及び貸し出しを

事

行
しくより豊なものに

務

する。　　 う。
 

位
置

事

づ
け

関連計画 刈谷市子

業

ども・子育て支援事業

評

計画

根拠法令 おもちゃ

価

ライブラリー設置要綱

シ

対象者 小学生以下の心

ー

身障害児、就学前の乳

ト

幼児 事業期間 平成２年

（

度 ～

実施方法 ■直営　

様

■委託　□指定管理　

式

□補助・助成　□その

１

他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業
　
実

世

　
績

２８年度実績 ２９

代

年度実績 ３０年度実績

育

３１年度計画

おもちゃ

成

ライブラリーの運営 お

部

もちゃライブラリーの

一

運営 おもちゃライブラ

般

リーの運営 おもちゃラ

会

イブラリーの運営

　障

計

害の有無に関係なく、

お

子どもたちの生活を楽

も

しく豊かなものにする

ち

ため、おもちゃを通し

ゃ

てふれあいの場所を提

ラ

供し

成果
た。

　障害児

イ

と健常児がおもちゃを

ブ

通してふれあう機会を

ラ

増やすための検討が必

リ

要である。

課題

指標名

ー

称（単位）
実績値 目標

事

値

２８年度 ２９年度 ３

業

０年度 ３１年度 ３年度

担

成果 おもちゃライブラ

当

リー入場者数（人） 2

課

5,019 22,35

子

7 22,061 23,

育

000 24,000
指

て

標
成果 おもちゃ貸出件

支

数（件） 7,466 7

援

,572 7,487 7

課

,500 7,600
指

款

標

他市との
比較検証

項 目 担当係 子



目

利用者数（人） 4,2

担

17 4,630 4,8

当

72 4,600 4,7

係

00
指標

指標

他市との

子

比較検証

育て支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 571 522 570 671 合計 569,573 円
需用費 321,529 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 10 役務費 65,328 円
委託料 162,297 円

一般財源 571 522 570 661 使用料及び賃借料 20,419 円

職員人件費　② 742 853 694 1,084

総事業費（①＋②） 1,313 1,375 1,264 1,755

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

３

施策の内容 地域におけ

０

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

子育て広場、子育て

度

サークルへの貸館、病

評

児

主
た
る
内
容

○地域子

価

育て支援拠点事業（一

）

般型）を週3回
・病後

刈

児保育を実施するため

谷

、かりがね子育 　開催

市

て支援センターの管理

事

・運営を行う。 ○子育

務

てサークルへの貸館
○

事

病児・病後児保育事業

業

の実施

位
置
づ
け

関連計

評

画 刈谷市子ども・子育

価

て支援事業計画

根拠法

シ

令 児童福祉法　刈谷市

ー

子育て支援センター条

ト

例

対象者 主に未就園児

（

及びその保護者 事業期

様

間 平成２４年度 ～

実施

式

方法 ■直営　□委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ

代

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

育

年度実績 ２９年度実績

成

３０年度実績 ３１年度

部

計画

かりがね子育て支

一

援センター かりがね子

般

育て支援センター かり

会

がね子育て支援センタ

計

ー かりがね子育て支援

か

センター
の運営 の運営

り

の運営 の運営
・子育て

が

広場「きらきら広 ・子

ね

育て広場「きらきら広

子

・子育て広場「きらき

育

ら広 ・子育て広場「き

て

らきら広
　場」 　場」

支

　場」 　場」
・子育て

援

サークルへの貸館 ・子

セ

育てサークルへの貸館

ン

・子育てサークルへの

タ

貸館 ・子育てサークル

ー

への貸館
・病児・病後

運

児保育の実施 ・病児・

営

病後児保育の実施 ・病

事

児・病後児保育の実施

業

・病児・病後児保育の

担

実施

　各事業を実施し

当

、子育て支援の複合施

課

設としての役割を担っ

子

た。

成果

　施設のさら

育

なる有効活用のため、

て

貸館の実施日数を増や

支

すための検討が必要で

援

ある。

課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

２

款

８年度 ２９年度 ３０年

項

度 ３１年度 ３年度

成果



育て支援係

3

Ｃ
　
事

2

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

2

：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,683 2,936 3,070 3,070 合計 3,069,760 円
役務費 7,560 円

財
　
源

特定財源 2,482 2,522 2,612 2,620 委託料 3,054,200 円
負担金、補助及び

一般財源 201 414 458 450 交付金 8,000 円

職員人件費　② 821 698 617 774

総事業費（①＋②） 3,504 3,634 3,687 3,844

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

乳幼児及

年

び保護者が相互に交流

度

を行う場であ

主
た
る
内

評

容

親子で自由に遊ぶ場

価

所を提供しながら、手

）

遊
る地域子育て支援拠

刈

点事業（一般型）を運

谷

営 びや歌などのプログ

市

ラムを実施する。
する

事

ことで、保護者の子育

務

てに対する不安感 日時

事

　毎週水・木・金曜日

業

　
の緩和及び地域の子

評

育て力の充実を図る。

価

　　　10時～16時

シ

場所　かりがね子育て

ー

支援センター

位
置
づ
け

ト

関連計画 刈谷市子ども

（

・子育て支援事業計画

様

根拠法令 児童福祉法

対

式

象者 主に未就園児及び

１

その保護者 事業期間 平

）

成２４年度 ～

実施方法

会

□直営　■委託　□指

計

定管理　□補助・助成

名

　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２８年度

一

実績 ２９年度実績 ３０

般

年度実績 ３１年度計画

会

地域子育て支援拠点事

計

業（一 地域子育て支援

き

拠点事業（一 地域子育

ら

て支援拠点事業（一 地

き

域子育て支援拠点事業

ら

（一
般型）の実施 般型

広

）の実施 般型）の実施

場

般型）の実施

　開設時

運

間中の自由な時間に、

営

未就園児と保護者が気

委

軽に利用できる場所を

託

提供することができた

事

。

成果

　潜在的に支援

業

が必要であると思われ

担

る親子のケアに携わる

当

など、地域に密着した

課

子育て支援拠点である

子

という性質を活

かした

育

事業を推進することが

て

望ましい。
課題

指標名

支

称（単位）
実績値 目標

援

値

２８年度 ２９年度 ３

課

０年度 ３１年度 ３年度

款

成果 利用者数（人） 3

項

,999 4,380 4

目

,703 4,400 4

担

,500
指標

指標

他市

当

との
比較検証

係 子



育

,807 6,500 7

て

,000
指標

指標

他市

支

との
比較検証

援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,666 2,948 3,051 3,125 合計 3,051,160 円
役務費 8,940 円

財
　
源

特定財源 2,482 2,522 2,612 2,620 委託料 3,034,220 円
負担金、補助及び

一般財源 184 426 439 505 交付金 8,000 円

職員人件費　② 821 698 617 774

総事業費（①＋②） 3,487 3,646 3,668 3,899

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

地域における子育て支

０

援

目
　
　
　
的

乳幼児及

年

び保護者が相互に交流

度

を行う場であ

主
た
る
内

評

容

親子で自由に遊ぶ場

価

所を提供しながら、手

）

遊
る地域子育て支援拠

刈

点事業（一般型）を運

谷

営 びや歌などのプログ

市

ラムを実施する。
する

事

ことで、保護者の子育

務

てに対する不安感 日時

事

　毎週火・水・木曜日

業

の緩和及び地域の子育

評

て力の充実を図る。 　

価

　　9時～14時30

シ

分
場所　北部市民セン

ー

ター

位
置
づ
け

関連計画

ト

刈谷市子ども・子育て

（

支援事業計画

根拠法令

様

児童福祉法

対象者 主に

式

未就園児及びその保護

１

者 事業期間 平成２５年

）

度 ～

実施方法 □直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２８年度実績 ２９

一

年度実績 ３０年度実績

般

３１年度計画

地域子育

会

て支援拠点事業（一 地

計

域子育て支援拠点事業

わ

（一 地域子育て支援拠

く

点事業（一 地域子育て

わ

支援拠点事業（一
般型

く

）の実施 般型）の実施

広

般型）の実施 般型）の

場

実施

　国道1号以北で

運

唯一の子育て支援拠点

営

となる子育て広場を開

委

設することで、北部地

託

域の未就園児と保護者

事

が気軽に集う

成果
こと

業

ができる場所を提供す

担

ることができた。

　0

当

歳から18歳までの児

課

童が利用できるという

子

児童館の環境を活かし

育

、夏休み期間などの長

て

期休業中には、子育て

支

広場の

対象年齢外とな

援

る児童との交流をとり

課

入れることにより、世

款

代の枠を越えた事業を

項

検討する。
課題

指標名

目

称（単位）
実績値 目標

担

値

２８年度 ２９年度 ３

当

０年度 ３１年度 ３年度

係

成果 利用者数（人） 4

子

,846 6,324 5



当係 子育

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

て

　
ト

単位：千円
２８年

支

度 ２９年度 ３０年度 ３

援

１年度 ３０年度

（決算

係

） （決算） （決算） （

3

予算） 事業費内訳

事業

2

費　① 1,574 82

2

4 8,708 12,255 合計 8,708,117 円
需用費 79,997 円

財
　
源

特定財源 312 0 0 0 工事請負費 8,628,120 円

一般財源 1,262 824 8,708 12,255

職員人件費　② 703 853 309 542

総事業費（①＋②） 2,277 1,677 9,017 12,797

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

３

の内容 地域における子

０

育て支援

目
　
　
　
的

施

年

設の改修により、子育

度

て支援センター利用

主

評

た
る
内
容

子育て支援セ

価

ンターの安全性、利便

）

性向上の
者が、より安

刈

全で快適に施設を利用

谷

できるよ ための修繕の

市

実施。
うにする。

位
置

事

づ
け

関連計画 刈谷市子

務

ども・子育て支援事業

事

計画

根拠法令 児童福祉

業

法　刈谷市子育て支援

評

センター条例

対象者 主

価

に未就園児及びその保

シ

護者 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　■委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２８年

部

度実績 ２９年度実績 ３

次

０年度実績 ３１年度計

世

画

　南北子育て支援セ

代

ンターの 　南北子育て

育

支援センターの 　南北

成

子育て支援センターの

部

　南北子育て支援セン

一

ターの
補修工事を行う

般

ことにより、 補修工事

会

を行うことにより、 補

計

修工事を行うことによ

子

り、 補修工事を行うこ

育

とにより、
施設サービ

て

スの充実を図った｡施

支

設サービスの充実を図

援

った｡施設サービスの

セ

充実を図った｡施設サ

ン

ービスの充実を図る。

タ

　北部子育て支援セン

ー

ター外壁改修工事等に

施

より、利用者の安全性

設

確保を図った。

成果

　

改

利用者の安全性確保の

修

ため、南北子育て支援

事

センターの老朽化等に

業

よる改修、補修を行う

担

必要がある一方、限ら

当

れた予

算で必要な修繕

課

を計画的に行う必要が

子

ある。
課題

指標名称（

育

単位）
実績値 目標値

２

て

８年度 ２９年度 ３０年

支

度 ３１年度 ３年度

指標

援

指標

他市との
比較検証

課

款 項 目 担



援係

Ｃ
　

3

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

2

位：千円
２８年度 ２９

2

年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,811 2,684 2,408 4,320 合計 2,408,482 円
報償費 2,393,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 15,082 円

一般財源 2,811 2,684 2,408 4,320

職員人件費　② 1,172 1,008 1,157 1,393

総事業費（①＋②） 3,983 3,692 3,565 5,713

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

３

が健やかに育つ環境づ

０

くり

目
　
　
　
的

子育て

年

中の親が、生涯学習や

度

文化活動に参加

主
た
る

評

内
容

講演会、講習会等

価

開催時に会議室等で臨

）

時保
できる環境を整え

刈

る。 育室「カンガルー

谷

ルーム」を設置し、託

市

児サ
ポーター「ママハ

事

ウス」が保育を行う。

務

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

事

市子ども・子育て支援

業

事業計画

根拠法令  

対

評

象者 子育て（未就学児

価

）中の親 事業期間 平成

シ

１５年度 ～

実施方法 ■

ー

直営　□委託　□指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２８年度実

部

績 ２９年度実績 ３０年

次

度実績 ３１年度計画

臨

世

時保育室「カンガルー

代

ルー 臨時保育室「カン

育

ガルールー 臨時保育室

成

「カンガルールー 臨時

部

保育室「カンガルール

一

ー
ム」の設置 ム」の設

般

置 ム」の設置 ム」の設

会

置

　各種講演会や講習

計

会において託児を行う

臨

ことで、子育て中の保

時

護者が社会参加しやす

保

い環境を整備できた。

育

成果

　無料で利用でき

室

る臨時保育室の利用者

設

負担について検討する

置

必要がある。

  臨時

事

保育室設置の本来の目

業

的から外れ、育児から

担

の解放手段となってい

当

る面がある。
課題

　臨

課

時保育室を設置すべき

子

事業であるか否か精査

育

する必要がある。

指標

て

名称（単位）
実績値 目

支

標値

２８年度 ２９年度

援

３０年度 ３１年度 ３年

課

度

活動 臨時保育室の設

款

置事業数（事業） 10

項

4 108 119 100

目

120
指標

 
指標

 
他

担

市との
比較検証

当係 子育て支



支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,688 5,781 5,707 6,245 合計 5,706,769 円
賃金 5,463,834 円

財
　
源

特定財源 3,920 4,004 3,906 4,296 旅費 7,800 円
需用費 70,685 円

一般財源 1,768 1,777 1,801 1,949 役務費 44,450 円
委託料 120,000 円

職員人件費　② 2,110 1,396 1,389 1,548

総事業費（①＋②） 7,798 7,177 7,096 7,793

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 子ど

３

もが健やかに育つ環境

０

づくり

目
　
　
　
的

保護

年

者が就労、傷病等して

度

いる場合及びその

主
た

評

る
内
容

かりがね病児ケ

価

アルームにおいて市内

）

在住の
児童が病気又は

刈

病気の回復期であり、

谷

集団保 生後6か月から

市

小学3年生までの子ど

事

もを対象
育が困難な場

務

合に、一時的に当該児

事

童を預か に病児・病後

業

児保育を実施する。
る

評

病児・病後児保育事業

価

を実施することによ
り

シ

、保護者の子育てと就

ー

労との両立を支援す
る

ト

とともに、児童の健全

（

な育成を図る。

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市子ど

式

も・子育て支援事業計

１

画

根拠法令 病児病後児

）

保育事業実施要綱

対象

会

者 市内在住の生後6か

計

月から小学3年生まで

名

事業期間 平成１９年度

担

～

実施方法 ■直営　□

当

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２８年度実績 ２９年

病

度実績 ３０年度実績 ３

児

１年度計画

かりがね病

・

児ケアルーム利用 かり

病

がね病児ケアルーム利

後

用 かりがね病児ケアル

児

ーム利用 かりがね病児

保

ケアルーム利用
人数　

育

218人 人数　220

事

人 人数　169人 人数

業

　250人

　保護者ニ

担

ーズは高まってきてい

当

るが、そのニーズに対

課

しても適切に対応でき

子

ている。

成果

　本市の

育

地域性や利用者のニー

て

ズ等を勘案し、事業の

支

拡充について検討して

援

いく必要がある。

課題

課

指標名称（単位）
実績

款

値 目標値

２８年度 ２９

項

年度 ３０年度 ３１年度

目

３年度

活動 利用人数（

担

親愛の里保育園、依佐

当

美清凉保育園含む 33

係

9 412 354 400

子

450
指標 ）（人）

指

育

標
　

他市との
比較検証

て



援係

3

Ｃ
　
事
　
業
　

2

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

2

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 816 804 785 1,057 合計 784,507 円
需用費 784,507 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 816 804 785 1,057

職員人件費　② 313 310 231 232

総事業費（①＋②） 1,129 1,114 1,016 1,289

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

３

が健やかに育つ環境づ

０

くり

目
　
　
　
的

あかち

年

ゃんと保護者が、絵本

度

を介してゆっく

主
た
る

評

内
容

すべてのあかちゃ

価

んと保護者を対象に、

）

保健
り心ふれあうひと

刈

ときをもつきっかけを

谷

つく センターで実施す

市

る4か月児健康診査会

事

場にお
る。 いて、絵本

務

の読み聞かせを実施す

事

る過程で絵
本を手渡し

業

ながら、ブックスター

評

トの紹介を
行う。

位
置

価

づ
け

関連計画 刈谷市子

シ

ども・子育て支援事業

ー

計画

根拠法令

対象者 す

ト

べてのあかちゃんと保

（

護者 事業期間 平成２３

様

年度 ～

実施方法 ■直営

式

　□委託　□指定管理

１

　□補助・助成　□そ

）

の他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　
業
　

代

実
　
績

２８年度実績 ２

育

９年度実績 ３０年度実

成

績 ３１年度計画

4か月

部

児健康診査における絵

一

本4か月児健康診査に

般

おける絵本4か月児健

会

康診査における絵本4

計

か月児健康診査におけ

ブ

る絵本
と絵本情報誌の

ッ

配付 と絵本情報誌の配

ク

付 と絵本情報誌の配付

ス

と絵本情報誌の配付

　

タ

乳児期に絵本を配付す

ー

ることにより、赤ちゃ

ト

んと保護者のかかわり

事

を形成するきっかけ作

業

りを提案することがで

担

きた。

成果

　アンケー

当

ト調査等を実施し、絵

課

本の配付が親子のかか

子

わりに寄与している状

育

況等を把握する必要が

て

ある。

課題

指標名称（

支

単位）
実績値 目標値

２

援

８年度 ２９年度 ３０年

課

度 ３１年度 ３年度

活動

款

絵本の配付率（％） 9

項

8.6 94.1 94.

目

5 100.0 100.

担

0
指標

指標

他市との
比

当

較検証

係 子育て支



2

しながら、人数増加に

2

対応できる部屋の確保や運営方法の検討が必要である。

　ことばの相談室において、個別の療育が必要な子が増え、集団では療育しにくい状況であり就園前からの早期の支援が
課題

　必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 ラッコちゃんルーム利用延べ組数（組） 3,317 2,840 3,783 3,800 3,850
指標 （遊びの広場移行者を含む）
活動 ことばの相談室利用延べ組数（組） 519 316 317 350 400
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,251 11,832 15,274 19,997 合計 15,274,402 円
賃金 11,479,398 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 8,412 報償費 3,477,000 円
旅費 7,340 円

一般財源 8,251 11,832 15,274 11,585 需用費 69,940 円
備品購入費 240,724 円

職員人件費　② 21,961 21,015 15,431 15,867

総事業費（①＋②） 30,212 32,847 30,705 35,864

建
設
事
業

全体事

Ｄ

業費（単位：千円） 0

　

３０年度特定財源名称

　

３０年度までの累積事

　

業費 0

２年度以降の事

Ｏ

業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 子どもが健や

３

かに育つ環境づくり

目

０

　
　
　
的

心身等の発達

年

について心配のある児

度

童及びそ

主
た
る
内
容

○

評

ラッコちゃんルーム
の

価

保護者が共に参加する

）

集団療育等により,基

刈

　発達について心配の

谷

ある幼児を対象に、遊

市

本的な生活習慣の基礎

事

づくりを行うとともに

務

　びを通して、相談支

事

援を行う。
、親子関係

業

等の充実を図る。 ○こ

評

とばの相談室
　ことば

価

について心配のある幼

シ

児を対象に、
　グルー

ー

プ指導または個別指導

ト

を行う。

位
置
づ
け

関連

（

計画 刈谷市子ども・子

様

育て支援事業計画

根拠

式

法令 刈谷市早期療育事

１

業実施要領

対象者 主た

）

る内容欄参照 事業期間

会

昭和５７年度 ～

実施方

計

法 ■直営　□委託　□

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ
　

一

事
　
業
　
実
　
績

２８年

般

度実績 ２９年度実績 ３

会

０年度実績 ３１年度計

計

画

・ラッコちゃんルー

早

ムの実施 ・ラッコちゃ

期

んルームの実施 ・ラッ

療

コちゃんルームの実施

育

・ラッコちゃんルーム

事

の実施
・ことばの相談

業

室の実施 ・ことばの相

担

談室の実施 ・ことばの

当

相談室の実施 ・ことば

課

の相談室の実施

　子育

子

てコンシェルジュのネ

育

ットワーク会議等で幼

て

稚園や保育園にＰＲし

支

、早めの支援につなが

援

った。

成果
　2歳児ク

課

ラスのラッコちゃんル

款

ーム参加者に対し、就

項

園を意識し、小集団で

目

行う別事業の参加へつ

担

なげた。

  就園フォ

当

ローとして就園先への

係

訪問及び保護者会から

子

の相談を知らせ連携を

育

図り、切れ目ない支援

て

につながった。

　父親

支

参加のプログラムを行

援

うことで、母親だけで

係

なく父親の参加が増え

3

た。

　療育の質を維持



育

討会開催

　育児に対し

て

不安を感じている母親

支

のところへ訪問し、傾

援

聴することで育児に対

係

する不安を和らげると

3

ともに、子育て支

成果

2

援センター等支援施設

2

の情報を提供した。

　育児ママ訪問サポートの認知度を上げるとともに、積極的な利用勧奨を行い、利用者の増加を図ることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 年度内訪問回数（回） 151 209 335 340 350
指標

指標
　　　　　　　　　碧南市　安城市　西尾市　知立市　刈谷市

他市との 事業実施の有無　　　無　　　無　　　無　　　無　　　有
比較検証 ※愛知県内でも珍しく、実施しているのは知多市と刈谷市のみ。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 571 771 1,004 1,772 合計 1,003,835 円
報償費 772,000 円

財
　
源

特定財源 380 504 666 852 需用費 23,301 円
役務費 208,534 円

一般財源 191 267 338 920

職員人件費　② 4,845 3,179 2,392 2,786

総事業費（①＋②） 5,416 3,950 3,396 4,558

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

２年度以降の

Ｄ

事業費見込 0 地域子ど

　

も・子育て支援事業
費

　

補助金（県）

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

３

子どもが健やかに育つ

０

環境づくり

目
　
　
　
的

年

子育てにおける母親の

度

孤立を防ぐため、支援

評

主
た
る
内
容

乳幼児を育

価

てている母親を対象に

）

、専門の研
を希望する

刈

家庭に訪問員が出向い

谷

て、「傾聴 修を受けた

市

サポーターが家庭を訪

事

問し、子育
」や「協働

務

」の活動を通じて、母

事

親が心の安 てに関する

業

相談に乗ったり、一緒

評

に育児や家
定を確保し

価

、子育て支援センター

シ

の活動や地 事を行うこ

ー

とで、母親の心の安定

ト

を図り、社
域の子育て

（

支援活動等につなげて

様

いくことに 会へ踏み出

式

すきっかけをつくる。

１

より、子どもの健やか

）

な成長を図る。   

会

訪問　週1回2時間(

計

上限8回)
　利用者負

名

担　無料

位
置
づ
け

関連

担

計画 刈谷市子ども・子

当

育て支援事業計画

根拠

部

法令 刈谷市育児ママ訪

次

問サポート事業実施要

世

綱 

対象者 未就学児を

代

養育している母親 事業

育

期間 平成２４年度 ～

実

成

施方法 ■直営　□委託

部

　□指定管理　□補助

一

・助成　□その他

般会計
育児ママ訪問

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

サ

８年度実績 ２９年度実

ポ

績 ３０年度実績 ３１年

ー

度計画

・サポート依頼

ト

者に対し訪問 ・サポー

事

ト依頼者に対し訪問 ・

業

サポート依頼者に対し

担

訪問 ・サポート依頼者

当

に対し訪問
　員を派遣

課

　員を派遣 　員を派遣

子

　員を派遣
・サポータ

育

ーフォローアップ ・サ

て

ポーター養成 ・サポー

支

ター養成 ・サポーター

援

養成
・サポーター交流

課

会開催 ・サポーター交

款

流会開催 ・サポーター

項

交流会開催 ・サポータ

目

ー交流会開催
・サポー

担

ト事例検討会開催 ・サ

当

ポート事例検討会開催

係

・サポート事例検討会

子

開催 ・サポート事例検



て支

Ｃ
　
事
　

援

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

係

千円
２８年度 ２９年度

3

３０年度 ３１年度 ３０

2

年度

（決算） （決算）

1

（決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 33,400 34,921 35,716 44,790 合計 35,716,324 円
賃金 16,030,480 円

財
　
源

特定財源 33,400 34,921 35,716 44,790 報償費 2,049,000 円
旅費 123,090 円

一般財源 0 0 0 0 需用費 2,682,864 円
役務費 575,433 円

職員人件費　② 37,669 36,291 43,053 44,041 委託料 2,745,730 円
使用料及び賃借料 257,286 円

総事業費（①＋②） 71,069 71,212 78,769 88,831 備品購入費 1,021,602 円
負担金、補助及び

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称 交付金 10,168,139 円
公課費 62,700 円

３０年度までの累積事業費 0 障害児施設使用料
児童福祉事業費寄附金

２年度以降の事業費見込 0 障害児施設給付費
給食費徴収金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 障

平

害児・者福祉
施策体系

成

施策の内容 障害福祉サ

３

ービスの充実

目
　
　
　

０

的

しげはら園において

年

発達に心配のある就学

度

前

主
た
る
内
容

児童発達

評

支援センター「しげは

価

ら園」の管理
の児童を

）

受け入れ、個々の状態

刈

に応じた療育 運営を行

谷

う。
を実施し、家庭と

市

の相互協力のもとに、

事

心身
の発達を促してい

務

く。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市子ども・子育て

業

支援事業計画

根拠法令

評

児童福祉法

対象者 知的

価

障害児及び発達に心配

シ

のある児童 事業期間 昭

ー

和４４年度 ～

実施方法

ト

■直営　□委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２８年度

次

実績 ２９年度実績 ３０

世

年度実績 ３１年度計画

代

・児童発達支援の実施

育

・児童発達支援の実施

成

・児童発達支援の実施

部

・児童発達支援の実施

一

・保育所等訪問支援の

般

実施 ・保育所等訪問支

会

援の実施 ・保育所等訪

計

問支援の実施 ・保育所

し

等訪問支援の実施
・施

げ

設の管理運営 ・施設の

は

管理運営 ・施設の管理

ら

運営 ・施設の管理運営

園

　児童発達支援センタ

管

ーとして適切に事業を

理

遂行することができた

運

。

成果

　児童発達支援

営

センターとして、保育

事

所等訪問支援の充実等

業

さらなる機能整備が必

担

要である。

課題

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

課

値

２８年度 ２９年度 ３

子

０年度 ３１年度 ３年度

育

活動 保護者向け研修会

て

、個別相談会等の開催

支

（回） 6 22 27 28

援

28
指標
活動 保育所等

課

訪問支援（回） 14 2

款

0 16 18
指標

他市と

項

の
比較検証

目 担当係 子育



援

） （決算） （予算） 事

係

業費内訳

事業費　① 0

3

0 7,376 0 合計 7

2

,376,400 円

1

工事請負費 7,376,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 7,376 0

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 7,376 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 障害児

平

・者福祉
施策体系

施策

成

の内容 障害福祉サービ

３

スの充実

目
　
　
　
的

園

０

児及び職員が、より安

年

全で快適に施設を利

主

度

た
る
内
容

○調理室トイ

評

レの改修
用できるよう

価

改修を行う。 ○防犯カ

）

メラの設置
○窓ガラス

刈

フィルム貼付、強化ガ

谷

ラスの設置
○園庭遊具

市

の取替え
○調理室搬入

事

口インターフォンの設

務

置

位
置
づ
け

関連計画 刈

事

谷市子ども・子育て支

業

援事業計画

根拠法令 児

評

童福祉法

対象者 知的障

価

害児及び発達に心配の

シ

ある児童 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

８年度実績 ２９年度実

次

績 ３０年度実績 ３１年

世

度計画

　 　 　しげはら

代

園の改修工事等を 　
　

育

　 行うことにより、園

成

児及び職 　
　 　 員がよ

部

り安全で快適に施設を

一

　
　 　 利用できるよう

般

にした。 　
　　　――

会

――――― 　　　――

計

――――― 　　　――

し

―――――

　園児及び

げ

職員がより安全で快適

は

に施設を利用すること

ら

ができた。

成果

　利用

園

者の安全性確保のため

改

、しげはら園の老朽化

修

等による改修、補修を

事

行う必要がある一方、

業

限られた予算で必要な

担

修

繕を計画的に行う必

当

要がある。
課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

子

値

２８年度 ２９年度 ３

育

０年度 ３１年度 ３年度

て

活動
指標
活動
指標

他市

支

との
比較検証

援課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事

子

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

育

：千円
２８年度 ２９年

て

度 ３０年度 ３１年度 ３

支

０年度

（決算） （決算


